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円環市場におけるネットチャネルの導入

王 海 燕・成 生 達 彦

Ⅰ．序論

1990 年代の中盤以降，情報技術の発展に伴い，インターネットの個人利用が普及し，それを媒介

とした商取引が急増している。経済産業省の「平成 23 年度我が国情報経済社会における基盤整備

（電子商取引に関する市場調査）報告書」によれば，我が国の電子商取引の市場規模（BtoB と BtoC

の合計）は，2011 年の時点で 266.5 兆円となっている。また，電子商取引の売上高全体に占める割

合（EC化率）は，米国の 4.8％（BtoC）に対し，日本は 2.8％となっている。

消費財の電子商取引の担い手には，店舗を持たずにネット販売のみを行う業者も存在するが，近

年，実際に店舗を持つと同時にネット上に仮想店舗を開設し，店舗販売とネット販売を併用してい

る業者も増えている。本稿では，実際の店舗を持つか否かにかかわらず，ネット販売を行う業者を

「ネット業者」と呼ぶ。このようなネット業者と店舗業者が併存する状況において，生産者がどの

ようにチャネルを構築し，それをコントロールするか？ また，そのことが消費者厚生や経済厚生

にいかなる影響を及ぼすか？ 本稿では，これらの点について検討する。

先行研究としては，店舗業者と通販業者との競争を分析した Balasubramanian［1998］や

Bouckaert［2000］，店舗業者とネット業者の競争を論じた中山［2003］，さらには店舗販売とネット

販売を併用する業者の店舗展開や品揃えを分析した王・成生［2009］などがある
1)
。また，生産者の

立場からネットチャネルの導入・管理を論じた研究としては Chiang, Chhajed and Hess［2003］，

Kumar and Ranran［2006］，Nakayama［2007］などがある。これらの論文は，生産者がネットチャ

ネルを導入するための要因を分析しているが，初めの２編はそのことが経済厚生に及ぼす効果につ

いてはふれていない。一方Nakayama［2007］は，ネットチャネルの導入が社会厚生の低下をもた

らす可能性を示しているが，そこでは店舗業者に対する出荷価格がネットチャネルの導入前後で変

わらないと想定されている。しかしながら，この想定は必ずしも説得的ではない。本稿ではこの想

定を外した上で，生産者がネットチャネルを導入するための条件，およびそのことが消費者厚生や

経済厚生に及ぼす効果について検討する。さらに，Nakayama［2007］や成生・王［2008］，成生・

王［2010］，Wang and Nariu［2012］では線分市場モデルを用い，店舗の立地は外生的に与えられて

いるのに対し，本稿では円環市場モデルを用い，店舗の立地を内生的に決める。

本稿の主要な結論は，まず第１に，消費者の移動費用が高く，かつネットチャネルの配達費用が

低い場合に，生産者はネットチャネルを導入するというものである。第２に，当初すべての消費者

が財を購入していた状況では，ネットチャネルの導入によって消費者厚生は悪化する。一方，移動

費用が高いために当初一部の消費者が財を購入できなかった状況では，配達費用がある程度高けれ

ば，ネットチャネルの導入によって消費者厚生は向上し，このときにはいかなる消費者の厚生も減
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少しない。独占的生産者によるネットチャネルの導入はパレートの意味での改善となる。そして最

後に，ネットチャネルの配達費用が十分低い場合には，その導入は経済厚生を向上させる。

以下の構成は次のとおりである。まず次節ではモデルを提示し，Ⅲ節ではネットチャネルを導入

する前の店舗業者のみが存在する状況を分析する。Ⅳ節では，ネットチャネルを利用可能な状況を

検討し，その導入条件を明らかにする。Ⅴ節では，ネットチャネルの導入が消費者余剰や経済厚生

にいかなる影響を与えるかを説明する。Ⅵ節では，簡単な要約の後に，経験的含意を述べる。

Ⅱ．モデル

長さ１の円環市場（図１を参照のこと）の上に２つの店舗 i pi/1, 2�があり，一般性を失うことな

く，店舗２が点 0 px2/0�に，店舗１が点０と 1/2 の間に立地している px1��0, 1/2��とする。消費者

は密度 1で一様に分布しており，独占的生産者は限界費用ゼロで財を生産し，当初は２人の店舗業

者を経由して消費者に財を販売する。この際，生産者は小売業者からフランチャイズ料を徴収でき

ないとする。

地点 z��0, x1�にいる消費者が店舗 iから１単位の財を購入することからの利得は，

v1/u,p1,t px1,z� p1-1�

v2/u,p2,tz p1-2�

で与えられる。同様に，地点 z�px1, 1�にいる消費者の利得は，

v1/u,p1,t pz,x1� p1-3�

v2/u,p2,t p1,z� p1-4�

である。ここで，v iは消費者が店舗業者 iから購入する場合の利得，uは留保価格で，単純化のため

に，すべての消費者が同じ留保価格によって特徴づけられるとする。さらに，p iは店舗 iの小売価

格，t/2は単位距離あたりの移動費用である。

インターネットの普及に伴い，ネット業者が登場する。彼らは，一定の配達費用 Tを負担して財
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を販売する
2)
。消費者がネット店舗から購入することからの利得は

ve/u,pe p2�

と表される。ここで，veはネット業者から購入する利得，peはネット業者の（配達費用 T込みの）

小売価格である。この際，仮に T>uならば，配達費用 Tを補填するネット価格（pe>T）のもとで

は pe>uとなるから，誰も財を購入しない。それゆえ，以下では

T?u p3�

を想定する。また，単純化のために，複数のネット業者が存在するものとする
3)
。この状況では，彼

らの間の価格（ベルトラン）競争の結果，ネット価格は

pe/we+T p4�

に設定される
4)
。ここで，weはネット業者向けの出荷価格である。また，peAuでなければ誰もネッ

ト業者から購入しない。それゆえ以下では，

weAu,T p5�

を想定する。

いずれの業者からも財を購入しない場合の消費者の利得をゼロとし，max �v1, v2, ve�@0であれ

ば，彼は利得の大きい販売業者から財を１単位購入する。

意思決定のタイミングは次のとおりである。第１段階では，生産者がネットチャネルを導入する

か否かを決めると同時に，出荷価格を設定する。それを受けて第２段階では，店舗業者１が自らの

立地を決める。第３段階では，各販売業者が小売価格を設定する。以下では，このゲームの部分ゲー

ム完全均衡を後方帰納法を用いて求める。

Ⅲ．店舗業者のみの場合

まずはじめに，２人の店舗業者のみが存在する状況での消費者の店舗選択について検討する。

店舗業者１の需要関数は，その立地に応じて異なる。店舗１が店舗２からある程度離れた場所に

立地するとき（1/2,pu,p2�/t?x1A1/2），店舗１の需要関数は

q1/�
0 if p1>u

2pu,p1�

t
if 2u,p2,tx1?p1Cu

p2,3p1+2u+tx1

2t
if 2u,p2+tx1,t?p1C2u,p2,tx1 p6�

1

2
+

p2,p1

t
if p2,tx1?p1C2u,p2+tx1,t

1 if p1Cp2,tx1

で与えられる。このとき，逆需要関数は
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p1/�
u,t

q1

2
if 0?q1?

2pp2+tx1,u�

t

2u+tx1+p2,2tq1

3
if

2pp2+tx1,u�

t
Cq1?

4p2+3t,2tx1,4u

2t

p2+
t

2
,tq1 if

4p2+3t,2tx1,4u

2t
Cq1?

1

2
+x1

p2,tx1 if q1/1

であり，点 A，Bにおいて屈折し，点 Cにおいてジャンプする（図２を参照のこと）。

また限界収入関数は

MR1/�
u,tq1 if 0?q1?

2pp2+tx1,u�

t
6qA

2u+tx1+p2,4tq1

3
if

2pp2+tx1,u�

t
?q1?

4p2+3t,2tx1,4u

2t
6qB

p2+
t

2
,2tq1 if

4p2+3t,2tx1,4u

2t
?q1?

1

2
+x1

で，点 Aおよび点 Bでジャンプする。ここで，qA/2ptx1+p2,u�/t，qB/p4p2+3t,2tx1,4u�/p2t�

を上式に代入すれば，ジャンプの端点は

mr pqA�
+
/3u,2tx1,2p2

mr pqA�
-
/

10u,7p2,7tx1

3

mr pqB�
+
/

10u,7p2+5tx1,6t

3

mr pqB�
-
/4u,3p2+2tx1,

5t

2
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と計算される。

また，店舗１が店舗２の近い場所に立地するとき（0?x1A1/2,pu,p2�/t），店舗１の需要関数は

q1/�
0 if p1>u

2pu,p1�

t
if 2u,p2,tx1?p1Cu

p2,3p1+2u+tx1

2t
if p2,tx1?p1C2u,p2,tx1 p7�

2pu,p1�

t
if 2u+tx1,t,p2?p1Cp2,tx1

1 if p1C2u+tx1,t,p2

で与えられる。このとき，逆需要関数は

p1/�
u,t

q1

2
if 0?q1C

2pp2+tx1,u�

t

2u+tx1+p2,2tq1

3
if

2pp2+tx1,u�

t
?q1C

u+2tx1,p2

t

u,t
q1

2
if

2pu+tx1,p2�

t
?q1C

2pt+p2,tx1,u�

t

2u+tx1,t,p2 if q1/1

であり，点 Aにおいて屈折し，点 Dにおいてジャンプする（図３を参照のこと）。
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また限界収入関数は

MR1/�
u,tq1 if 0?q1?

2pp2+tx1,u�

t
6qA

2u+tx1+p2,4tq1

3
if

2pp2+tx1,u�

t
?q1?

u+2tx1,p2

t
6qD

u,tq1 if
2pu+tx1,p2�

t
?q1C

2pt+p2,tx1,u�

t

と計算され，点 A，点 Dにおいてジャンプする。ここで，qA/2ptx1+p2,u�/t，qD/pu+2tx1,p2�/t

を上式に代入すれば，ジャンプの端点は

mr pqA�
+
/3u,2tx1,2p2

mr pqA�
-
/

10u,7p2,7tx1

3

mr pqD�
+
/2p2,u,2tx1

mr pqD�
-
/

5p2,2u,7tx1

3

と計算される。

第３段階における店舗小売価格の決定

これまでの議論を踏まえて，第３段階における店舗業者の小売価格の設定について検討する。

以下では，まずはじめに 1/2,pu,p2�/t?x1C1/2のケースを論じ，次いで 0?x1C1/2,pu,p2�/tの

ケースを議論する。

店舗１が 1/2,pu,p2�/t?x1A1/2に立地する場合

店舗業者１は，店舗業者２の価格 p2を所与として，自らの利潤を最大にするように小売価格 p1

を設定する。いま，仮に出荷価格 wが mr pqA�
+よりも高ければ，p6�式の需要関数のもとで，店舗業

者１の意思決定問題は

Max
p1

y1/pp1,w�q1

/2pp1,w�pu,p1�/t,

と定式化される。この問題の極大化条件より，小売価格は

p1/
u+w

2
p8-1�

で与えられる。店舗業者２についても同様である。また，このときの販売量および利潤は表 1-1 の

第２列にまとめられている。この状況では，各店舗業者の商圏は互いに分離しており，一部の消費

者は財を購入しないことになる。この状態を「分離―分離均衡」と呼ぼう（図４を参照のこと）。い

ま，pSS
/pu+w�/2に留意すれば，その成立条件は

mr pqA�
+
/2u,w,2tx1?w ⇒ u,tx1?w p8-2�

で与えられる。ここで，上付添え字 SSは第３段階が分離―分離均衡であることを示す。

第２に，出荷価格が mr pqA�
-
AwAmr pqA�

+の水準に設定されるならば，小売段階では「分離―キ

ンク均衡」が成立する。このとき，小売価格（および販売量）は逆需要曲線の屈折点 pA/2u,p2,tx1
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で設定される。このような分離―キンク均衡は，p2の水準に応じて多数存在するが，以下では簡略

化のために，対称均衡（p1/p2）を想定する
5)
。また，この状況での諸変数の値は表 1-1 の第３列に

まとめられている。さらに pSK
/u,tx1/2であるから，分離―キンク均衡の成立条件は

mr pqA�
-
AwAmr pqA�

+ ⇒ u,7tx1/6AwAu,tx1 p9�

で与えられる。ここで，上付添え字 SKは第３段階が分離―キンク均衡であることを示す。

第３に，出荷価格が mr pqB�
+
Aw?mr pqA�

-の水準に設定されるならば，小売段階では「分離―競

争均衡」が成立する。このとき，店舗業者１の意思決定問題は，

Max
p1

y1/pp1,w�
p2,3p1+2u+tx1

2t

と定式化される。この極大化条件より，小売価格および諸変数の値は表 1-1 の第４列にまとめられ

ている。また，分離―競争均衡の成立条件は

mr pqB�
-
Aw?mr pqA�

- ⇒ u,
t p5,3x1�

6
?w?u,7t

x1

6
p10�

で与えられる。

第４に，出荷価格が mr pqB�
-
?w?mr pqB�

+の水準に設定されるならば，小売段階では「キンク―

競争均衡」が成立する。小売価格は屈折点 pB/2u,t+tx1,p2において決められる。対称均衡を想

定するもとで，このときの諸変数の値は表 1-1 の第５列にまとめられている。また，成立条件は

mr pqB�
-
?w?mr pqB�

+ ⇒ u,
t p2,x1�

2
CwCu,

t p5,3x1�

6
p11�

で与えられる。

最後に，w?mr pqB�
-の状況では，「競争―競争均衡」が成立する。このとき，店舗業者１の利潤

最大化問題は p7�式の需要関数より，

Max
p1

y1/pp1,w�q1/pp1,w� p
1

2
+

p2,p1

t
�，

と定式化される。この問題の極大化条件（dy1/dp1/0）より，反応関数

p1pp2�/
2p2+t+2w

4
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が導かれる。同様に，店舗業者２の反応関数は p2pp1�/p2p1+t+2w�/4である。したがって，各店舗

業者の小売価格は

pCC
/

t

2
+w p12-1�

で与えられる。ここで，上付き添え字 CCは第３段階が競争―競争均衡であることを示す。また，

このときの諸変数の値は表 1-1 の第６列にまとめられている。さらに p12-1�式より，競争―競争均

衡の成立条件は

w?mr pqB�
- ⇒ w?u,

t p2,x1�

2
p12-2�

で与えられる。

店舗１が 0?x1A1/2,pu,p2�/tに立地する場合

この状況で，出荷価格 wが mr pqA�
-より高く設定されるならば，店舗業者１の意思決定問題は

p8�式と一致するので，諸変数の値は表 1-2 の第２列と第３列になる。
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表1-1 第３段階における均衡

1

2
,

u,p2

t
?x1A1/2のとき

分離―分離
SS

分離―キンク
SK

分離―競争
SC

キンク―競争
KC

競争―競争
CC

p
u+w

2
u,t

x1

2

2u+3w+tx1

5
u,

t p1,x1�

2

t

2
+w

q
u,w

t
x1

3p2u,2w+tx1�

10t

1

2

1

2

y
pu,w�2

2t
pu,t

x1

2
,w�x1

3p2u,2w+tx1�
2

50t

2pu,w�,t p1,x1�

4

t

4

成
立
条
件

u,tx1?w u,7t
x1

6
CwCu,tx1 u,

t p5,3x1�

6
?w?u,7t

x1

6
u,

t p2,x1�

2
CwCu,

t p5,3x1�

6
w?u,

t p2,x1�

2



出荷価格が mr pqB�
-
Aw?mr pqA�

-の水準に設定されるならば，小売段階では「分離―競争均衡」

が成立する。このときの店舗業者１の意思決定問題は，p7�式の需要関数のもとで

Max
p1

y1/pp1,w�q1/pp1,w�
p2,3p1+2u+tx1

2t
，

と定式化される。この問題の極大化条件（dy1/dp1/0）より，反応関数

p1pp2�/
p2+2u+3w+tx1

6

が導かれる。同様に，店舗業者２の反応関数は p2pp1�/pp1+3w+2u+tx�/6である。したがって，各

店舗業者の小売価格は

pSC
/

2u+3w+tx1

5
p13-1�

で与えられる。ここで，上付き添え字 SCは分離―競争均衡を示す。また，このときの諸変数の値

は表 1-2 の第４列にまとめられている。さらに p13-1�式より，分離―競争均衡の成立条件は

mr pqB�
-
Aw?mr pqA�

- ⇒ w?u,7tx1/6 p13-2�

で与えられる。

第２段階における店舗業者１の立地選択

第３段階における小売価格の設定を予想した上で，店舗業者は自らの利潤を最大にするように，

第２段階において自らの店舗の立地を決める。

まずはじめに，分離―分離均衡を前提とするとき，店舗業者１の利潤 y1/pu,w�2/p2t�は立地 x1

に依存しないので，成立条件 u,tx1?wに留意すれば，立地の範囲は

u,w

t
AxSS

1 A1/2

となる。

第２に，分離―キンク均衡を前提とすれば，表 1-1 より，店舗業者１の利潤最大化問題は

Max
x1

y1/
�2pu,w�,tx1�x1

2
s. t. 0?x1A

1

2

と定式化される。このとき，成立条件 u,7tx1/6AwAu,tx1より，�y1/�x1/u,w,tx1>0である

から，立地は xSK
1 /1/2となる。

第３に，分離―競争均衡を前提とすれば，表 1-1 より，店舗業者１の利潤最大化問題は

Max
x1

y1/
3p2u,2w+tx1�

2

50t
s. t. 0Cx1C

1

2

と定式化される。ここで �y1/�x1/3p2u,2w+tx1�/25>0に留意すれば，最適な立地 xSC
1 は 1/2に

なる。

第４に，キンク―競争均衡を前提とすれば，表 1-1 より，店舗業者１の利潤最大化問題は

Max
x1

y1/
2pu,w�,t p1,x1�

4
s. t.

1

2
,

u,p2

t
Cx1C

1

2

と定式化される。このときも �y1/�x1/t/4>0であるから，最適な立地 xKC
1 は 1/2となる。

最後に，競争―競争均衡を前提とすれば，店舗業者１の利潤 y1/t/4は立地に依存せず，一定と

なっている。この均衡を成立させるために，店舗１の立地は
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2pw+t,u�

t
?x1C

1

2

を満たさなければならない。

第１段階における生産者の意思決定

第２段階以後の店舗業者による立地や価格の設定を予想する生産者は，第１段階において自らの

利潤を最大にするように出荷価格を設定する。

まずはじめに，分離―分離均衡を前提とすれば，表 1-1 の第２列より，生産者の意思決定問題は，

Max
w

p
SS
/2wq/2w

pu,w�

t
，s. t. u,tx1?w

と定式化される。極大化条件より，出荷価格は

wSS
/

u

2
p14-1�

で与えられる。また，小売価格，店舗業者の販売量，利潤および生産者利潤は表２の第２列にまと

められている。このとき，店舗業者１の立地は p13�および p14�式より，

pu,w�

t
?x1C

1

2
⇒

u

2t
?xSS

1 C
1

2

を満たす必要がある。すなわち，店舗業者１の立地は u/p2t�から，1/2までの間の任意の１点とな

る。さらに，分離―分離均衡が成立するためには，

u,tx1?wSS
/

u

2
⇒ u?t p14-2�

が必要である。

第２に，キンク―キンク均衡を前提とすれば，表 1-1 の第３列より，生産者の意思決定問題は，

Max
w

p
KK
/2wqKK

/w，s. t. u,
3t

4
AwAu,

t

2

と定式化される。ここで dpKK
/dw/1>0であるから，出荷価格は
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表1-2 第３段階における均衡

0?x1A
1

2
,

u,p2

t
のとき

分離―分離
SS

分離―キンク
SK

分離―競争
SC

p
u+w

2
u,t

x1

2

2u+3w+tx1

5

q
u,w

t
x1

3p2u,2w+tx1�

10t

y
pu,w�2

2t
pu,t

x1

2
,w�x1

3p2u,2w+tx1�
2

50t

成
立
条
件

u,tx1?w u,7t
x1

6
CwCu,tx1 w?u,7t

x1

6



wKK
/u,

t

2
p15�

で与えられる。すなわち生産者は，出荷価格をキンク均衡が成立する範囲の上限に設定するのであ

る。また，このときの小売価格をはじめとする諸変数の値は表２の第３列にまとめられている。

第３に，競争―競争均衡を前提とすれば，表 1-2 の第６列より，生産者の意思決定問題は

Max
w

p
CC
/2wqCC

/w，s. t. 0Aw?u,
3t

4

と定式化される。ここでも dpCC
/dw/1>0であるから，出荷価格は wC

� u,3t/4となり，

w��0, u,3t/4�の範囲には存在しないことになる
6)
。したがって，競争均衡は成立しない。

いま，分離―分離均衡の成立条件 pu?t�が満たされるならば，

p
SS
,p

KK
/

u2

2t
,pu,

t

2
�/

pu,t�2

2t
>0
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表２ 第１段階における均衡

ネットチャネルの導入後
N

店舗のみ

分離―分離
SS

キンク―キンク
KK

w u,T
u

2
u,

t

2

we u,T --- ---

p u,
T

2

3u

4
u,

t

4

pe u --- ---

q
T

t

u

2t

1

2

qe

t,2T

t
--- ---

x1 �
T

t
, 1,

T

t
� �

u

2t
, 1,

u

2t
�

1

2

x2 0 0 0

p u,T
u2

2t
u,

t

2

y
T2

2t

u2

8t

t

8

ye 0 --- ---

CS
T2

2t

u2

8t

t

8

TS u,T+3
T2

2t

7u2

8t
u,

t

8

成立
条件

u>T，
t

2
>T pKK�

T?u,
u2

2t
pSS�

u?t u@t



であるから，生産者は分離―分離均衡を選択する。逆に，u>tであれば分離均衡は成立しないから，

キンク―キンク均衡が実現する。それゆえ，次の命題が成立する。

命題１：フランチャイズ料を徴収できない生産者は，仮に u?tであれば，出荷価格を wSS
/u/2に

設定し，分離―分離均衡を選択する。逆に u>tであれば，生産者は出荷価格を wKK
/u,t/2に設定

し，（競争―競争均衡ではなく）キンク―キンク均衡が実現する。

この命題は次のように説明される。フランチャイズ料を徴収できない生産者の利潤は，出荷価格

に販売量を乗じた額である。消費者の移動費用が高い場合，出荷価格を大幅に引き下げてすべての

消費者に販売するよりも，高い出荷価格のもとで一部の消費者に販売すれば利益が多くなるのは当

然である。また移動費用が低く，すべての消費者に販売する場合でも，出荷価格が高い方が生産者

の利益が多くなる。したがって生産者は，出荷価格を引き下げて競争―競争均衡（このときでも販

売量は１である）を選択することはせず，出荷価格をキンク―キンク均衡が実現する範囲の上限に

設定するのである。

Ⅳ．ネットチャネルの導入

この節では，店舗業者とネット業者が併存する場合の生産者のチャネル管理について検討し，生

産者がネットチャネルを導入するための条件を明らかにする。

ネットチャネルを利用する場合

店舗業者２およびネット業者の販売価格を所与として，店舗１の立地が 1/2,ppe,p2�/t?x1A1/2

のとき，店舗業者１の需要関数は

q1/�
0 if p1>pe

2ppe,p1�

t
if 2pe,p2,tx1?p1Cpe

p2,3p1+2pe+tx1

2t
if 2pe,p2+tx1,t?p1?2pe,p2,tx1 p16�

1

2
+

p2,p1

t
if p2,tx1?p1C2pe,p2+tx1,t

1 if p1Cp2,tx1

である。したがって，逆需要関数は
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pe,t
q1

2
if 0?q1?

2pp2+tx1,pe�

t

2pe+tx1+p2,2tq1

3
if

2pp2+tx1,p2�

t
?q1?

4p2+3t,2x1−4pe

2t

p2+
t

2
,tq1 if

4p2+3t,2tx1,4pe

2t
?q1C

1

2
+x1

p2,tx1 if q1/1

p1/�
であり，点 Ae，Beにおいて屈折し，点 Ceにおいてジャンプする（図５を参照のこと）。また，限界

収入関数は

MR1/�
pe,tq1 if 0?q1?

2pp2+tx1,pe�

t
6qAe

2pe+tx1+p2,4tq1

3
if

2pp2+tx1,pe�

t
?q1?

4p2+3t,2tx1,4pe

2t
6qBe

p2+
t

2
,2tq1 if

4p2+3t,2tx1,4pe

2t
?q1C

1

2
+x1

であり，点 Aeおよび点 Beでジャンプする。ここで，qAe/2ptx1+p2,pe�/t，qBe/p4p2+3t,2tx1

,4pe�/p2t�を上式に代入すれば，ジャンプの端点は

mr pqAe�
+
/3pe,2p2,2tx1

mr pqAe�
-
/

10pe,7p2,7tx1

3

mr pqBe�
+
/

10pe,7p2+5tx1,6t

3

mr pqBe�
-
/4pe,3p2+2tx1,

5t

2
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と計算される。

同様に，店舗１の立地が0?x1?1/2,ppe,p2�/tのときの店舗業者１の需要関数は

q1/�
0 if p1>pe

2ppe,p1�

t
if 2pe,p2,tx1?p1Cpe

p2,3p1+2pe+tx1

2t
if p2,tx1?p1?2pe,p2,tx1 p17�

2ppe,p1�

t
if 2pe+tx1,t,p2?p1Cp2,tx1

1 if p1C2pe+tx1,t,p2

で与えられる。したがって，逆需要関数は

p1/�
pe,t

q1

2
if 0?q1?

2pp2+tx1,pe�

t

2pe+tx1+p2,2tq1

3
if

2pp2+tx1,pe�

t
?q1?

pe+2tx1−p2

t

pe,t
q1

2
if

2ppe+tx1,p2�

t
?q1C

2pt+p2,tx1,pe�

t

2pe+tx1,t,p2 if q1/1

であり，点 Aeにおいて屈折し，点 Deにおいてジャンプする（図６を参照のこと）。また，限界収入

関数は
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pe,tq1 if 0?q1?
2pp2+tx1,pe�

t
6qAe

2pe+tx1+p2,4tq1

3
if

2pp2+tx1,pe�

t
?q1?

pe+2tx1−p2

t
6qDe

pe,tq1 if
2ppe+tx1,p2�

t
?q1C1

MR1/�
である。点 Ae，Deにおいてジャンプする。ここで，qAe/2ptx1+p2,pe�/t，qDe/ppe+2tx1,p2�/tを

上式に代入すれば，ジャンプの端点は

mr pqAe�
+
/3pe,2p2,2tx1

mr pqAe�
-
/

10pe,7p2,7tx1

3

mr pqDe�
+
/

5p2,2pe,7tx1

3

mr pqDe�
-
/2tp2,2tx1,pe

と計算される。

いま仮に，w/mr pqBe�
+
/p10pe,7p2+5tx1,6t�/3であれば，ネット業者の販売量はゼロとなり，

この状況は導入前に一致する。また，mr pqBe�
+
>mr pqDe�

+に留意し，以下では w>mr pqBe�
+の状

況，つまりネット業者の販売量が正である状況について検討することにする。

第３段階における店舗小売価格の設定

店舗業者１は，店舗業者２の価格 p2およびネット価格 pe所与として，自らの利潤を最大にする

ように小売価格 p1を設定する。いま，w>mr pqAe�
+�/3pe,2p2,2tx1であれば，分離―分離均衡が

成立するから，店舗業者１の意思決定問題は，p16�式の需要関数より，

Max
p1

y1/pp1,w�q1/pp1,w�
2ppe,p1�

t
，

と定式化される。この問題の極大化条件より，反応関数は

p1ppe�/
pe+w

2
p18-1�

となる。店舗業者２についても同様である。小売段階でこの状況が成立するための条件は

mr pqAe�
+
/3pe,2p2,2tx1?w ⇒ pe,tx1?w p18-2�

で与えられる。

次に，mr pqAe�
-
/p10pe,7p2,7tx1�/3AwA3pe,2p2,2tx1/mr pqAe�

+のときには，分離―キンク

均衡が成立し，店舗価格は屈折点 Aepq1/2pp2+tx1,pe�/t，p1/2pe,p2,tx1�において決められる。

ここで対称均衡を想定すれば，このときの価格は

p/pe,
tx1

2

と計算される。また，小売段階でこの状況が成立するための条件は

pe,
7tx1

6
AwApe,tx1

で与えられる。
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最後に，mr pqBe�
+
/p10pe,7p2+5tx1,6t�/3?w?p10pe,7p2,7tx1�/3/mr pqAe�

-のときには，分

離―競争均衡が成立するから，店舗業者１の意思決定問題は

Max
p1

y1/pp1,w�q1/pp1,w�
p2,3p1+2pe+tx1

2t

と定式化される。この極大化条件より，反応関数は

p1pp2�/
p2+2pe+3w+tx1

6

で与えられる。店舗業者２についても同様である。したがって，このときの店舗価格は

p/
2pe+3w+tx1

5

と計算される。そして，この状況が成立するための条件は

pe,
t p5,3x1�

6
?w?pe,

7tx1

6

で与えられる。

第２段階における店舗業者１の立地選択

まずはじめに，分離―分離均衡を前提とするとき，表２より，店舗業者１の利潤 y1/ppe,w�2/p2t�

は立地 x1に依存しないから，成立条件 pe,tx1?wに留意すれば，立地の範囲は

pe,w

t
AxSS

1eA
1

2
p19�

となる。

第２に，分離―キンク均衡を前提とすれば，表２より，店舗業者１の利潤最大化問題は

Max
x1

y1/
�2ppe,w�,tx1�x1

2
s. t. 0?x1A

1

2

と定式化される。この均衡の成立条件 pe,7tx1/6AwApe,tx1のもとでは，�y1/�x1/pe,w,tx1>0

であるから，立地は x1e
SK
/1/2となる。このときの店舗販売量が 1/2であることに留意すれば，

ネット業者の販売量はゼロになる。

第３に，分離―競争均衡を前提とすれば，表２より，店舗業者１の利潤最大化問題は

Max
x1

y1/
3p2pe,2w+tx1�

2

50t
s. t. 0Cx1C

1

2

と定式化される。この極大化条件 �y1/�x1/3p2pe,2w+tx1�/25>0より，最適な立地 x1e
SCは 1/2

となる。また，競争―競争均衡ではネット業者の販売量はゼロである。

第１段階における生産者の意思決定

前述した店舗業者１の立地選択により，導入後ネット業者の販売量が正であるのは分離―分離均

衡の状況のみとなる。したがってここでは，分離―分離均衡が成立する場合の生産者の出荷価格，

さらにはネットチャネルを利用するか否かに関する決定について検討する。

この状況における生産者の意思決定問題は p5�式および表２の第２列より，

Max
w, we

p
N
/w pq1+q2�+wep1,q1,q2�/2w

pe,w

t
+ppe,T�p1,2�

pe,w

t
p20�
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s. t. weAu,T and pe,tx1?w

と定式化される（上付き添え字 Nはネットチャネル導入後の状況を表す）。ここで留意すべきこと

は，we4wの場合には，販売業者間で財の転売が生じるかも知れないということである
7)
。それを

防ぐためには，すべての販売業者に対して同じ出荷価格を設定する必要がある。このとき，p20�式

の最後の制約式は T?tx1と改められ，意思決定変数wを含まなくなる。これらのことに留意すれ

ば，生産者の意思決定問題は，p20�式で w/weとおくことより，

Max
we

p
N
/we，s. t. weAu,T

と改められる。ここで dpN
/dwe/1>0であるから，出荷価格は

we
N
/wN

/u,T p20-1�

で与えられる。また，このときの各販売業者の小売価格，販売量，利潤および生産者の利潤は，表

１の第１列にまとめられている。この状況での店舗業者１の立地範囲は

T

t
?x1

N
A

1

2

と計算される。同様に，x1�p1/2, 1�のときの立地は 1/2?x1
N
?1,T/tとなる。そして，この状況

が成立するための条件は

T

t
?

1

2
⇒ t>2T p20-2�

で与えられる。

生産者によるネットチャネルを導入するための条件

導入前の小売段階がキンク―キンク均衡の状況で，ネットチャネルの導入が生産者の利潤に及ぼ

す効果は，

p
N
,p

KK
/u,T,pu,

t

2
�/

t,2T

2

と計算される。したがって，キンク均衡が成立する条件 t>2Tのもとで，生産者は常にネットチャ

ネルを導入する。

一方，導入前の小売段階が分離―分離均衡の状況では，

p
N
,p

SS
/u,T,

u2

2t

であるから，仮に u,u2
/p2t�>Tであれば，生産者はネットチャネルを導入し，逆であれば導入しな

くなる。それゆえ，次の命題が導かれる。

命題２：ネットチャネル導入前に，キンク―キンク均衡が成立していた状況では，仮に T?uかつ

T?t/2ならば，生産者はネットチャネルを導入する。他方，導入前が分離―分離均衡の状況では，

ネットチャネルの配達費用 Tがある程度高ければ pu,u2
/p2t�?T?t/2�，生産者はネットチャネルを

導入しない。

この命題の成立は次のように説明される。小売段階でキンク―キンク均衡が成立していた状況で

は，導入の前後で販売量が一定であることに留意すれば，t>2Tのもとで導入後の出荷価格が導入
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前より高く設定されるため（wN
/u,T>u,t/2/wKK），生産者はネットチャネルを導入する。一方，

分離―分離均衡が成立していた状況では，ネットチャネルを導入することの生産者の利益は，導入

前に財を購入しなかった消費者に販売できることである。この利益は，ネット業者に対する出荷価

格（we/u,T）に新たな販売量（1,u/t）を乗じた額である。この額は，配達費用 Tが高くかつ輸

送費用 tが低ければ少なくなる。他方，導入前に購入していた消費者に対する出荷価格は，w/we

の制約のため，仮に u?2Tであれば wSS
/u/2から wN

/u,Tへと下落する。この損失は，配達費

用 Tが高くかつ移動費用 tが低いほど多くなる。したがって，命題２が導かれる。

実際，経済産業省［2012］の調査によれば，我が国のEC化率はオンラインでの宿泊・チケットの

予約・販売を行う宿泊・旅行業飲食業で 5.47％と高くなっている（市場規模 1兆 2,700億円）。この

ことは，商品の品質の不確実性が小さく，配達費用 Tが相対的に低いということから説明される。

導入前後における店舗業者１の立地に関して，以下の補題１にまとめられている。

補題１：ネットチャネルが導入される以前，分離―分離均衡が成立する状況では，店舗業者１は，

店舗を（u/p2t�，1,u/p2t�）の間の任意の点に立地し，キンク―キンク均衡が成立する状況では，店

舗を 1/2に立地する。また，ネットチャネルが導入された後には，店舗業者１は店舗を

（T/t，1,T/t）の間の任意の点に立地する。

店舗業者２の立地を所与として，ネットチャネルが導入される以前，小売段階において分離―分

離均衡が成立するための条件さえ満たされれば（店舗２の商圏と接していない），店舗業者１の立地

は円周上のどこでも可能である。キンク―キンク均衡が成立する状況では，店舗業者２との間の激

しい価格競争を緩和するため，店舗業者１がなるべく店舗２から離れたところに立地する。店舗２

の立地が点０と所与したとき，店舗業者１が最も離れた点 1/2 に立地すれば，利潤は多くなる。ネッ

トチャネルが導入される場合，店舗間の価格競争が再び緩和され，ネット業者の販売量が正である

限り，店舗業者１の立地は（T/t，1,T/t）の間で任意となる。

Ⅴ．経済厚生

この節では，ネットチャネルの導入が消費者余剰および経済厚生に及ぼす効果について検討する。

消費者余剰への効果

はじめに，ネットチャネルの導入が消費者の厚生に及ぼす効果を分析する。消費者余剰 CSは

CS/pu,pe�qe+4E
Z

2

0

pu,p,tz�dz

と定義される。ここで，zは消費者と店舗の間の距離，Zは店舗の商圏の長さである。また，上式第

１項はネット業者から購入する消費者の余剰，第２項は店舗業者から購入する消費者の余剰である。

いま，導入前にキンク―キンク均衡が成立していたとすれば，ネットチャネルの導入が消費者余

剰に及ぼす効果は，

CSN
,CSKK

/
T2

2t
,

t

4
/

p2T,t�p2T+t�

8t
?0
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と計算される。したがって，導入条件 p2T?t�のもとでは，ネットチャネルの導入は消費者余剰を

減少させる。一方，導入前に分離―分離均衡が成立していた状況では

CSN
,CSSS

/
T2

2t
,

u2

8t
/

p2T,u�p2T+u�

8t

である。したがって，配達費用 Tがある程度高い場合には p2T>u�，ネットチャネルの導入によっ

て消費者余剰が増加することになる。以上の議論から，次の命題が導かれる。

命題３：導入前の小売段階でキンク―キンク均衡が成立していた状況では，ネットチャネルの導入

によって消費者厚生は悪化する。導入前の小売段階で分離―分離均衡が成立していた状況では，仮

に配達費用がある程度高ければ p2T>u�，ネットチャネルの導入によっていかなる消費者の余剰も

減少しない。

この命題の前半部分は，ネットチャネル導入後に新たに財を購入する消費者の余剰がゼロであり，

またネットチャネルの導入によって店舗価格が上昇することに留意すれば，容易に理解することが

できる。実際，導入前の小売段階がキンク―キンク均衡の状況では，2T?tのもとで，

pKK
/u,

t

4
?u,

T

2
/pN

であるから，ネットチャネルの導入によって店舗価格が上昇し，店舗の商圏も狭くなる。それゆえ，

消費者余剰は減少する。

一方後半部分は，配達費用が高いという意味でネットチャネルの効率が悪いとき，（独占的生産者

による）その導入が消費者余剰を増加させるという，やや逆説的な主張であるが，このことは次の

ように説明される。まずはじめに，ネットチャネル導入前の小売段階で分離―分離均衡が成立して

いた状況では，フランチャイズ料を徴収不可能なために二重マージンが生じ，小売価格が高く設定

されていたことに留意しよう。導入後は，仮に配達費用 Tが高ければ，we
N
/u,Tより，導入後の

ネット業者向けの出荷価格が低下する。また，転売防止のための条件 we
N
/wNより，生産者は店舗

業者に対する出荷価格も低く設定しなければならない。それゆえ，店舗価格も低くなる。実際，仮

に 2T>uであれば，

pSS
/

3u

4
>u,

T

2
/pN

となるから，店舗価格はネットチャネルの導入によって低下する。その結果，店舗の商圏は u/p2t�

から T/tへと拡大するのである。したがって，導入前に店舗から購入していた消費者は，導入後も

店舗から購入するから，店舗価格の低下によって余剰を増やすことができる。のみならず，当初は

購入しなかった消費者の一部も店舗から購入できるようになり，正の余剰を得ることができる。さ

らに，導入後にネット業者から購入する消費者の余剰はゼロであるが，ネットチャネルの導入によっ

て減少するわけではない。ここで，配達費用 Tが高いほど，導入後の店舗価格が低くなり，店舗の

商圏が広くなることに留意すれば，ネットチャネルの効率がある程度悪い場合には，いかなる消費

者の余剰も減少しないことが理解できよう。逆に，配達費用が低いときには，導入後の出荷価格

wNが高く設定されるため，店舗から購入する消費者の余剰が減少する。
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経済厚生への効果

この小節では，ネットチャネルの導入が経済厚生に及ぼす効果を検討する。経済厚生（総余剰）

は

TS/u pq1+q2+qe�,Tqe,4E
Z

2

0

tzdz

によって定義される。上式の第１項は財を購入した消費者の効用，第２項はネット業者の総配達費

用，第３項は消費者の店舗への移動費用である。

いま，導入前にキンク―キンク均衡が成立していたとすれば，総余剰の変化は

TSN
,TSKK

/u,T+
3T2

2t
,pu,

t

8
�/

p6T,t�p2T,t�

8t

と計算される。ここで，ネットチャネルの導入条件 p2T?t�を考慮すれば，

TSN
PSKK if TQ

t

6

が導かれる。すなわち，配達費用 Tが消費者の移動費用と比べて低い場合には，ネットチャネルの

導入によって総余剰は増加する。

次に，導入前に分離―分離均衡が成立していたとすれば，総余剰の変化は

TSN
,TSSS

/u,T+
3T2

2t
,

7u2

8t
/u,T,

u2

2t
+

3p2T,u�p2T+u�

8t

と計算される。ここで，ネットチャネルの導入条件 u,T,u2
/p2t�>0を考慮すれば，配達費用が高

い場合 pu?2T�でも，総余剰が増加することが分かる。それゆえ，次の命題が導かれる。

命題４：導入前の小売段階でキンク―キンク均衡が成立していた状況では，移動費用が高くかつ配

達費用が低い場合 pT?t/6�，ネットチャネルの導入によって経済厚生は改善される。逆の場合には，

経済厚生は悪化する。導入前の小売段階で分離―分離均衡が成立していた状況では，配達費用があ

る程度高い場合でも p2T>u�，導入によって経済厚生は改善される。

この命題の前半部分は，「店舗システムの効率が悪いとき，効率の良いネットチャネルの導入が経

済厚生を改善する」という当然の主張である。他方，後半部分は，ネットチャネルの効率がある程

度悪い場合でも，その導入によって総余剰が増加するという興味深い主張になっている。

導入前の小売段階で分離―分離均衡が成立していた状況で，ネットチャネルの導入が経済厚生に

影響を及ぼすルートは２つある。１つは販売量の増加であり，当初店舗業者から財を購入しなかっ

た消費者が，導入後にはネット業者から購入できるようになる。このことは総余剰を増やす効果を

持ち，その程度は移動費用 tが高く（このことは財を購入できない消費者が多いことを意味する），

かつ配達費用 Tが低い（このことは新たな財の販売からの余剰 u,Tが大きいことを意味する）ほ

ど大きくなる。もう１つのルートは，ネットチャネルの導入によって店舗業者の商圏が変化するこ

とにもとづくものである。導入後の店舗価格が導入前よりも高く設定される場合 p2T?u�，店舗の

商圏が縮小し pqN
/T/t?u/p2t�/qSS�，店舗までの移動費用 pT/2�が配達費用 Tよりも低い消費者が

ネット業者から財を購入するため，移動・配達費用の無駄が生じるのである。このことは総余剰を

低める効果を持つ。しかしながら，Tが高くなれば p2T>u�，導入後の店舗業者の商圏 T/tは導入前
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の商圏 u/p2t�よりも広くなる。このときには，導入前に店舗から購入していた消費者は導入後も店

舗で購入し，導入前に購入しなかった消費者のみがネット業者から財を購入する。それゆえ，移動・

配達費用面での無駄が生じないため，総余剰が増えるのである。

当初に分離均衡が成立していた状況での議論は，次のように説明することもできる（図７を参照

のこと）。いま，

a≡
T

t
, and b≡

u

2t

と定義すれば，本稿の想定のもとでは 0?a?1/2かつ 0?b?1/2である。この定義を用いれば，

T/atおよび u/2btであるから，当初分離―分離均衡が成立していた状況におけるネットチャネ

ル導入の総余剰への効果は

TSN
,TSSS

/2bt,at+
3pat�2

2t
,

7b2t

2
/

t p4b,2a+3a2
,7b2�

2

と表される。ここで t>0であるから，g pa, b�/4b,2a+3a2
,7b2を定義すれば，TSN

MSS iff

g pa, b�M0である。また，ネットチャネルの導入条件 u,u2
/p2t�,T>0は，

h pa, b�/2b,2b2
,a>0 ⇒

1,� 1,2a

2
?b?

1+� 1,2a

2

となる。ここで，p1+p1,2a�1/2�/2>1/2であるから，導入前に分離―分離均衡が成立していた状況

で，生産者がネットチャネルを導入するパラメータの領域は D≡�p1,p1,2a�1/2�/2?b?1/2，

0?a?1/2�によって図示される。いま，領域 Dにおいて g pa, b�/0を満たす軌跡を求めれば

b/
2:� 4,14a+21a2

7
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を得る。ここで，

1,� 1,2a

2
>

2,� 4,14a+21a2

7

であるから，b/�2,p4,14a+21a2�1/2��/7を満たす軌跡は，領域 Dに含まれない。それゆえ，領域

Dにおいては

TSN
MTSSS if bL

2+� 4,14a+21a2

7

が成立する。

これまでの議論から，配達費用 Tが低いという意味でネットチャネルが効率的であれば，導入に

よって販売量が増加する効果が移動・配達費用面での無駄を上回るため，総余剰が増加する。配達

費用 Tがある程度高くなると，販売増の効果は小さくなるが，移動・配達費用面での無駄も減少す

る。Tがさらに高くなれば販売増の効果は一層小さくなるが，移動・配達費用面での無駄も解消さ

れるため，総余剰が増加するのである。

また命題３より，2T>uのもとでは，いかなる消費者の余剰も減少しない。この条件のもとで小

売業者の利潤を比べれば，

ySS
/

u2

8t
?

T2

2t
/yN

であるから，ネットチャネルの導入によって店舗業者の利潤も増える。一方，ネット業者の利潤は

ゼロであるが，導入によって減るわけではない。さらに，自らの利潤を最大にしようとする独占的

生産者がネットチャネルを導入するのであるから，彼の利潤も増えている。したがって，条件

2T>uのもとでのネットチャネルの導入はパレートの意味での改善となる。条件 2T>uは a>bと

置き換えられるから，ネットチャネルの導入がパレートの意味での改善となる領域は，図７の Dの

中で a>bを満たす領域となる。これまでの議論から次の命題が導かれる。

命題５：当初分離―分離均衡が成立していた状況でネットチャネルが導入される場合，仮に 2T>u

であればパレートの意味での改善となる。

Ⅵ．結び

本稿では，生産者の立場から，いかなる状況においてネットチャネルを導入し，それをいかにコ

ントロールするか？ そして，そのことが経済厚生に及ぼす効果について考察した。当初，店舗業

者のみが存在する状況では，命題１に示されるように，消費者の移動費用が高（低）ければ，生産

者は小売段階で分離―分離均衡（キンク―キンク均衡）が成立するように出荷価格を設定する。分

離均衡が選択される場合には，一部の消費者は財を購入しない。インターネットの普及に伴い，ネッ

トチャネルを利用できるようになると，命題２に示されるように，消費者の移動費用が高くかつ配

達費用が低い場合には，生産者はネットチャネルを導入する。この命題は「店舗システムの効率が

悪く，ネットチャネルの効率が良ければ，それが導入される」という当然の主張にすぎない。

このことは，なぜ日本では，米国と比べて EC化率が低いのかを説明する。米国の国土面積は日

本の 20倍以上であるにもかかわらず，小売店舗数は日本の方が多い。したがって，日本の単位面積
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あたりの小売店舗数は，米国と比べて著しく多くなっている。その結果，日本では店舗間の距離が

短く，単位距離（店舗間の距離）あたりの移動費用 tは配達費用 Tに比べて相対的に低くなってい

る。したがって，多くの消費者が店舗業者から購入しており，ネットチャネルを導入することによ

る販売量の増加が見込めない。この状況では，生産者がネットチャネルを導入しようとする誘因は

小さくなる。それゆえ，日本のEC化率は，米国と比べて低くなっているのである。

また，導入前にキンク―キンク均衡が成立していた状況では，ネットチャネルの導入は消費者厚

生を悪化させる。というのは，ネット価格が留保価格と一致しているため，導入後に新たに財を購

入する消費者の余剰がゼロであるのに対し，店舗価格が引き上げられることによって（このことは

店舗業者の商圏を縮小する），店舗で買う消費者の余剰が減るからである。一方，導入前の小売段階

で分離―分離均衡が成立していた状況では，仮に配達費用がある程度高ければ，導入後のネット業

者向けの出荷価格 we
N
/u,Tが低下する。さらに転売を防止するための条件 we

N
/wNより，店舗

業者に対する出荷価格も低くなる。そのため，店舗価格が低下する結果，消費者余剰が改善される。

命題３は，「独占的生産者が自らの利益のために，効率の悪いネットチャネルを導入するとき，いか

なる消費者の余剰も減少しない」という逆説的な主張を導いている点で興味深い。また，生産者が

ネットチャネルを導入するということは，彼の利潤も増えることを意味するから，このときには独

占的生産者の利害と消費者の利害が一致することになる。

命題４の前半部分は，「店舗システムの効率が低いとき，効率の高いネットチャネルの導入によっ

て経済厚生が増加する」と考えれば，当然の主張である。他方，導入前に分離均衡が成立していた

状況では，配達費用がある程度高ければ，当初購入しなかった消費者だけがネットチャネルを利用

することになり，移動・配達費用面での無駄が生じないため，経済厚生が増加する。さらに，この

ときには販売業者の利潤も増加するので，命題５に示されるように，ネットチャネルの効率性があ

る程度悪くても，独占的生産者によるネットチャネルの導入はパレートの意味での改善となる。

本稿では，カタログを含むネット通販の導入条件やそのことが経済厚生に及ぼす効果についての

モデルを提示した。このモデルの発展としてさまざまな研究方向が考えられる。例えば，複数の生

産者がチャネル間競争を行う状況，さらには，販売業者が店舗販売とネット販売を併用する状況を

検討する必要もあろう。これらの点は，今後の研究課題である。

注

１）実証研究としては，米国の書籍・音楽 CD市場などを分析したBrynjolfsson and Smith［2002］，食料雑貨市場を

分析した Degeratu, Rangaswamy andWu［2000］，架空のワイン市場をインターネット上に構築し，消費者の行

動を分析した Lynch and Ariely［2000］，航空券市場を分析したClemons, Hann and Hitt［2002］，ネット書店の品

揃えが消費者余剰に与える影響を分析した Brynjolfsson, Hu and Smith［2003］，自動車市場を分析したMorton,

Zettelmeyer and Risso［2000］などがある。また，Morita and Nishimura［2002］は，日本における自動車購入の

際の消費者のインターネット利用状況を分析している。

２）現物を見てから購入するのとは異なり，ネット業者から購入する際には，配達の遅れや品質の不確実性のため，

消費者が不効用を感じるかも知れない。Tをこの種の不効用を表すパラメーターとして解釈することもできる。

この点を考慮した研究として Aiura［2007］などがある。具体化のため，本稿では Tを配達費用として扱うが，一

般的にはネット業者から財を購入する際にかかる費用と考えることができる。

３）生産者がネット業者数を選択できるならば，フランチャイズ料を徴収不可能な彼は，二重マージンを回避する

ために，複数のネット業者と取り引きする。
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４）ネット業者の利潤関数は ye/ppe,T,we�qeであり，p4�式はゼロ利潤条件より導かれる。

５）このような対称均衡は，生産者がテリトリー制を導入し，各店舗業者に 1/2 ずつをテリトリーとして与えるこ

とによっても実現することができる。

６）仮に w/u,3t/4とすれば，生産者の利潤は u,3t/4であり，キンク均衡のもとでの利潤 u,t/2を下回る。また，

このときの立地は点 1/2 になる。

７）店舗業者がネット販売も併用する場合，ネット販売用に仕入れた財を店舗で売ることは常に可能である。転売

が生じない場合については，王［2007］を参照のこと。ネット業者から店舗業者への転売が行われる場合，配達費

用は規模の経済性によって低くなると考えられ，本稿では単純化のために，このような業者間の輸送費用をゼロ

としている。
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